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A. 研究目的 

本年度の研究の目的は、公表されている骨粗鬆

症検診のデータを用いて、検診実施率、検診受診 

 

 

 

 

 

 

 

 

率、検診の結果を集計し、現在行われている骨粗

鬆症検診の現状と課題を検討し、将来の骨粗鬆症

検診の体制構築に資することである。 

研究要旨 

本年度の研究の目的は、公表されている骨粗鬆症検診のデータを用いて、現在行われている

骨粗鬆症検診の現状と課題を検討し、将来の骨粗鬆症検診の体制構築に資することである。 

総務省統計局から公表されている国勢調査および地域保健・健康増進事業報告のデータを用

いて、検診実施率、検診受診率、検診の結果（要精検、要指導、異常なし）、要精検となった人

の転帰（精検を受けた結果［骨粗鬆症、骨粗鬆症以外、異常なし］、精検未受診、未把握）の割

合を、節目年齢別、県別に求めた。 

2018 年度（平成 30 年度）の検診実施率は 62.3%で自治体の約 1/3 は検診を実施していなか

った。検診受診率は 5.5%で、45 歳が最も低く、年齢が高くなるほど、近年になるほど増加し

ており、2018年の 70歳の受診率は約 8%であった。検診結果は、要精検 16.3%、要指導 28.5%、

異常認めず 55.2%であった。要精検の割合は年齢が高くなるにつれ高くなり、都道府県間でそ

の割合は大きな幅があった。要精検と判定された人のうち、39.3％の人が精検を受け、精検未

受診は 9.4%、精検を受けたかどうか把握していない未把握は 51%で、半数以上は把握されてい

なかった。要精検と判定された人の中で、骨粗鬆症と診断された割合は 22.9％、骨粗鬆症以外

は 6.8％、異常なしが 9.6％であった。都道府県別に未把握率を求めると、最も未把握率が低

かった県は 10%であったが、まったく、検診後の結果を把握していない県もあった。 

公表されている骨粗鬆症検診のデータを集計した結果、検診実施率は低く、検診後の未把握

率は半数に上り、自治体の骨粗鬆症検診に対する優先順位の低さが伺えた。さらに、検診受診

率は低く、特に 40歳代、50歳代は低く、検診対象者にとっても、骨粗鬆症検診に対する関心

の低いことが示された。今後、有効な骨粗鬆症検診を構築するためには、自治体および検診対

象者に意義を認識してもらう対策を講じる必要があると考えられる。その 1つとして、年代層

別に検診の目的を「骨粗鬆症の予防」と「骨折の予防」をわけ、目的をより明確にして、検診

の意義を伝えるような工夫や検診方法の選択も必要と考えられた。 
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B. 研究方法 

 公表されているデータを用いて、検診実施率、

検診受診率、要精検者の結果の割合（精密検査の

結果、未受診率、未把握率）を、節目年齢別、県

別に求めた。 

使用した公表データは、下記である。 

① 総務省統計局：平成 27 年国勢調査人口等基本

集計 第 3－2 表 

② 総務省統計局：地域保健・健康増進事業報告 / 

地域保健・健康増進事業報告（地域保健・老人

保健事業報告） / 平成 28 年度地域保健・健康

増進事業報告 閲覧（健康増進編）市区町村表 

③ 総務省統計局：地域保健・健康増進事業報告 / 

地域保健・健康増進事業報告（地域保健・老人

保健事業報告） / 平成 29 年度地域保健・健康

増進事業報告 閲覧（健康増進編）市区町村表 

④ 総務省統計局：地域保健・健康増進事業報告 / 

地域保健・健康増進事業報告（地域保健・老人

保健事業報告） / 平成 30 年度地域保健・健康

増進事業報告 閲覧（健康増進編）市区町村表 

検診実施率は、検診を実施する全国自治体数に

対して実際に実施している自治体の割合を求め

た。検診受診率は、節目人口における検診受診対

象者に対し検診を受けた人の割合を全国および

都道府県別に求めた。 

検診結果の割合は、要精検、要指導、異常なし

の 3 群の割合を求めた。 

要精検の結果は、要精検者と判定された人数を

分母とし、精密検査を受け骨粗鬆症、骨粗鬆症以

外、異常なしと判定された者、精密検査を受けな

かった者、未把握（精密検査を受けたかどうか把

握していない者）の割合を全国および都道府県別

に求めた。 

 

（倫理面への配慮） 

 この調査は、公表されている骨粗粗鬆症検診デ

ータを集計したものである。個人情報は含んでい

ない。 

 

C. 研究結果 

１．検診受診率と実施率 

2018 年度（平成 30 年度）の検診実施率は 62.3%、

受診率は 5.5%であった。 

2015 年から 2018 年までの推移をみると、骨粗

鬆症検診実施率は 61.7 から 62.3%、受診率は 5.2%

から 5.5%となり微増を示した（表１）。 

 

表１．年度別の検診実施率、受診率の推移（全国） 

 2015年 2016 2017 2018 

実施率（%） 61.7 62.1 62.2 62.3 

受診率(%) 5.2 5.5 5.4 5.5 

 

2005年 1)からの検診受診率の推移を年齢別に求

めた（図 1）。どの年度においても、45 歳の受診は

2～3%と最も低く、年齢が高くなるほど受診率は

高くなった。2018 年における 70 歳の受診率は約

8%で最も高い率を示した。2005 年から比較する

と、近年になるほど検診受診率は高くなる傾向に

あった。 

 

 

 

２．検診結果 

 検診結果は、全体では、要精検者の割合は 16.3%、

要指導 28.5%、異常認めず 55.2%であった(図２)。 
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節目年齢別には、40 歳では要精検者の割合は

2.1%と低く、50 歳 3.3%、60 歳 16.4%、70 歳 30.8%

となり、年齢とともに増加した。要指導の割合も、

40 歳 12%、50 歳 14%、60 歳 35.2%、70 歳 38.2%

で年齢とともに増加した。 

都道府県別に要精検者の割合を比較すると、要

精検率の最も高い県では 32.6%、最も低い県は 3%

で大きな幅があった（図 3）。 

 

 

 

３．要精検と判定された人の転帰 

全体では、要精検者のうち、39.3％の人が精検

を受け、未受診は 9.4%、精検を受けたかどうかを

把握していない未把握は 51%で、要精検となった

人の半数以上は把握されていなかった（図４）。 

 

 

 

要精検と判断された人の中で、最終的に骨粗鬆

症と診断された割合は 22.9％、骨粗鬆症以外は

6.8％、異常なしが 9.6％であった。骨粗鬆症と診

断された割合は、40 歳で 6.6%、50 歳 13.5%、60

歳 21.9%、70 歳 24.4%で年齢が高いほど割合は高

かった。 

都道府県別に未把握率を求めると、最も未把握

率が低かった県は 10%であったが、まったく、要

精検と判定されたあとの追跡をしていない県も

あった（図５）。 

 

 

 

要精検と判定されても、精検未受診の割合は平

均 9.4%であったが、県別では、未受診率が最も高

かった県は 26%、最も未受診率が低い県は 0.8%で

あった（図６）。 
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D. 考察 

 公表されている骨粗鬆症検診データから、検診

を実施している自治体は約 2/3 で、検診を実施し

ている自治体においても、検診受診率は 5%で非

常に低率であった。また、検診を実施していても、

検診で要精検となった人の約半数は追跡されず、

精密検査を受けたかどうかわからない状況であ

った。また、骨粗鬆症検診受診率は 5%と低く、特

に 40 歳代、50 歳代は低かった。これらから、自

治体の骨粗鬆症検診に対する優先順位の低さ、検

診対象者の関心の低さが伺われた。  

昨年行った検診受診率の高い自治体を訪問し

た実地調査において、がん検診、特定健診に比べ、

骨粗鬆症検診の優先順位は低いことが指摘され

た。その原因として、健康増進法に定められた骨

粗鬆症検診の目的は、「早期に骨量減少者を発見

し、骨粗鬆症を予防することを目的とする」とさ

れているが、受診者は、高齢者が多く、「骨粗鬆症

の予防」の対象となる若年者の受診者が少ないこ

とから、骨粗鬆症検診の意義を見出せず、他の検

診に比べて優先順位が低くなっている可能性が

考えられた。今後の骨粗鬆症検診においては、年

代層別に検診の目的を「骨粗鬆症の予防」と「骨

折の予防」にわけ、明確な目的を提示する必要が

あると考える。 

検診の結果で、要精検の割合は、都道府県別に

大きな幅があった。骨粗鬆症検診で骨量を測定し

ている部位の調査 2)によると、最も多かった部位

が踵骨、次いで橈骨の 2 部位が主な測定部位であ

り、少ない割合であるけれど、中手骨、腰椎、大

腿骨、その他の部位で測定されていた。要精検の

割合に大きな幅があるのは、骨量測定機器および

部位による違い、骨量カットオフ値の違い

（YAM80%、70%）によるものと考えられた。 

超高齢社会となった我が国において骨粗鬆症

は、早期発見し、早期治療することで骨折を予防

することが求められている。検診に始まり、診断、

そしてその治療およびその効果の判定では、常に

その軸となる骨量の評価が重要である。従って、

今後は骨量測定装置間の標準化の検討が必要で

あり、同一骨量測定方法の場合は統一したカット

オフ値を考慮すべきであろう。 
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E. 結論 

 公表されている骨粗鬆症検診のデータを集

計した結果、検診実施率は低く、検診後の未把握

率は半数に上り、自治体の骨粗鬆症検診に対する

優先順位の低さが伺えた。さらに、検診受診率は

低く、特に 40 歳代、50 歳代は低く、検診対象者

においても、骨粗鬆症検診に対する関心の低いこ

とが示された。今後、有効な骨粗鬆症検診を構築

するためには、自治体および検診対象者に意義を

認識してもらう対策を講じる必要があると考え

られる。その 1 つとして、年代層別に検診の目的

を「骨粗鬆症の予防」と「骨折の予防」にわけ、

目的をより明確にして、検診の意義を伝えるよう

な工夫や検診方法の選択必要と考えられた。 
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F. 健康危険情報 

特になし。 
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H. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし

  

 


